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平成２３年１１月３０日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 約束手形金請求事件 

口頭弁論終結日 平成２３年９月２１日 

 

判   決 

原     告     国 

被     告     医療法人Ｙ１ 

    同代表者理事長     Ｙ２ 

 

主   文 

１ 被告は、原告に対し、５０００万円及びこれに対する平成１９年７月 

２６日から支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

２ 訴訟費用は、被告の負担とする。 

３ この判決は仮に執行することができる。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

主文同旨 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、被告振出の約束手形を差し押さえた原告が、被告に対し、手形金の

支払を求めたのに対し、被告が、上記約束手形の振出を否認するほか、原因関

係を欠く手形であると主張して争った事案であり、争点は、被告が差押えにか

かる約束手形を振り出したか否かとその原因債権の存否である。 

２ 前提となる事実 

本件の経過について、以下の事実は、当事者間に争いがないか、掲記の証拠

により容易に認められる事実である。 
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（１）被告は、平成８年３月７日に設立された医療法人であり、理事長はＹ２で

ある。 

医療法人Ａは、平成１２年６月６日に、理事長をＹ２として設立された医

療法人であり、平成２０年３月１７日に医療法人Ｂと名称変更登記がされた

が、平成２１年９月７日、再び医療法人Ａに名称変更登記がされており（以

下、名称変吏の前後を問わず「Ａ」という。）、目的として、山形市内にＣ

病院を開設するものとされている。 

（甲８、９の１及び２） 

（２）平成１９年４月１７日付けで、注文者をＡ、保証人を被告、請負者を訴外

株式会社Ｄ（以下「滞納会社」という。）とし、請負代金を１６億円とする、

Ｃ病院新築工事にかかる民間建設工事請負契約書が存在しており（以下「本

件請負契約書」という。）、契約書上、Ａは、契約成立時に５０００万円を

支払うものとされている。（甲７） 

（３）Ａ及び被告は、滞納会社に対し、本件請負契約書にかかる契約が通謀虚偽

表示により無効であることを主張して、契約成立時に支払うものとされてい

た５０００万円の支払義務がないことの確認を求めて、東京地方裁判所に債

務不存在確認の訴えを提起し（東京地裁平成●●年（○○）第●●号。以下

「別件債務不存在確認訴訟」という。）、滞納会社は、Ａ及び被告に対して、

貸金合計５０００万円及び遅延損害金の支払を求める貸金返還請求訴訟を提

起した（東京地裁平成●●年（○○）第●●号）。その後、滞納会社のＡ及

び被告に対する貸金債権の一部について、差押え及び転付命令を得たＥこと

Ｆは、滞納会社に承継参加してＡ及び被告に、それぞれ貸金債権の一部の支

払を求めた（東京地裁平成●●年（○○）第●●号。以下、上記貸金返還請

求訴訟と併せて「別件貸金訴訟」という。）。（乙２、４から８） 

（４）Ａ及び被告と滞納会社との間の別件債務不存在確認訴訟において、平成２

１年３月５日、本件請負契約書にかかる契約を合意解除し、５０００万円の
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債務が存在しないことを確認すること、請負代金債務の支払のために被告が

振り出した約束手形について、東京国税局の差押えが解かれたときは、速や

かに受け戻す旨の和解が成立した（以下「本件和解」という。）。 

上記和解調書添付の手形目録には、振出日を平成１９年３月２６日、支払

期日を同年６月２６日とする金額５０００万円の約束手形の表示がされてい

たが、平成２２年３月８日、和解調書の手形目録について、振出日を平成１

９年６月２５日に、支払期日を平成１９年７月２６日にそれぞれ更正する旨

の更正決定がされている。 

（乙１、３） 

（５）また、別件貸金訴訟について、平成２２年１０月８日、東京地方裁判所は、

滞納会社が、Ａ及び被告に対し、５０００万円を貸し付けたことを認め、滞

納会社及びＦの請求を全部認容する判決をし、東京高等裁判所は、平成２３

年３月３０日、Ａ及び被告がした控訴を棄却する判決をした。（甲３８、乙

４） 

（６）被告を提出人とする別紙手形目録記載１の約束手形（以下「本件手形」と

いう。）について、受取人である滞納会社は、平成１９年７月２５日、Ｇ信

用金庫に対し、取立てを委任し、本件手形は、支払場所であるＨ信用組合本

店に呈示されたが、同月３０日、滞納会社に返却され、同年８月２４日、滞

納会社は本件手形を所持していた。 

（７）原告（所管庁・東京国税局長）は、滞納会社に対し、平成１９年８月２４

日現在、別紙租税債権目録（１）記載の租税債権（以下「本件国税」という。）

を有しており、滞納会社は、同月３１日事業を停止した。 

滞納会社は、平成２１年３月６日現在、本件国税を含む別紙租税債権目録

（２）記載の租税債権合計７６７９万１５００円（他に未確定延滞税あり）

を滞納している。 

原告は、本件国税を徴収するため、平成１９年８月２４日、国税徴収法５
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６条に基づき、滞納会社が所持していた本件手形を差し押さえて所持人とな

り、同法５７条により本件手形にかかる手形金の取立権を取得した。 

（甲１から３、３７、弁論の全趣旨） 

（８）別紙手形図録記載２の約束手形（以下「別件手形２」という。）は、受取

人及び第１裏書人を滞納会社、第２裏書人をＩとし、平成１９年７月２０日、

Ｊ信用金庫に取立委任裏書され、同月２６日、資金不足により不渡りとなっ

た。（甲６） 

別紙手形目録記載３の約束手形（以下「別件手形３」という。）も、別件

手形２と同様、受取人及び第１裏書人を滞納会社、第２裏書人をＩとし、平

成１９年６月２６日、組戻しがされた。（甲５、２４） 

Ｉは、同年５月１０日、滞納会社に対し、３２００万円を貸し付け、平成

２２年７月２６日現在、同額の債権を有している。（甲４１、４２） 

３ 争点及び当事者の主張 

（１）被告は、本件手形を振り出したか。 

（原告の主張） 

Ｙ２は、別件手形３の支払期日の前日に、本件手形及び別件手形２にかかる

手形用紙を滞納会社に持参して、別件手形３を取立に回さないように求めたの

であり、本件手形及び別件手形２をコピーした用紙に、２通の手形を預かった

旨の記載がされ、滞納会社の記名押印及び被告の事務長であるＫの署名押印が

された御預り証（甲２５）が作成されているほか、別件手形３は組戻しがされ

ているから、被告の別件手形３を取立に回さないようにとの要求に滞納会社が

応じ、被告が、本件手形及び別件手形２を振り出して、滞納会社に交付したこ

とは明らかである。 

（被告の主張） 

被告が、本件手形を振り出したことは否認する。 

本件手形にかかる約束手形用紙は、平成１９年６月２５日、Ｙ２が振出人
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欄に被告の記名印を押捺して滞納会社に持参した約束手形用紙２通のうちの

１通であり、銀行印も押捺しておらず、金額白地の約束手形用紙２通に、滞

納会社が、勝手に金額を書き入れ、銀行印を押捺して、隙をみて約束手形用

紙を占有したものであり、詐取されたものである。 

（２）本件手形は原因関係を欠くか。 

（原告の主張） 

ア 被告は、平成１９年４月２６日ころ、本件請負契約書の契約金の支払の

ため、別件手形３を滞納会社広対して振り出して交付した。 

被告は、別件手形３を支払期日に決済することができなかったため、滞

納会社に対して依願返却を申し入れ、同年６月２５日、別件手形２を別件

手形３の書換手形として振り出した。 

イ 滞納会社は、被告及びＡから、平成１９年３月か４月初めころ、本件請

負契約書にかかる請負契約の発注と引換に、４０００万円の融資の申込を

受け、同年４月２６日、被告及びＡに４０００万円を貸し付けることを決

定し、被告も、同月１５日、滞納会社から４０００万円を借り入れること

を理事会で決定した。 

滞納会社は、平成１９年４月２７日、Ａ名義の銀行口座に２５００万円

を振り込むことにより、被告及びＡに対し、２５００万円を貸し付けた。 

さらに、滞納会社は、被告及びＡから、他に振り出していた約束手形の

決済資金として１０００万円の緊急貸付けの依頼を受け、同年５月２５日、

被告名義の当座預金口座に９９９万９４７５円（１０００万円から振込手

数料５２５円を差し引いた額）を振り込み、被告及びＡに対し、１０００

万円を貸し付けた。 

滞納会社は、被告及びＡから、４０００万円の残金１５００万円の貸付

けの依頼を受け、平成１９年６月１日、被告病院において、１５００万円

を現金で交付して、被告及びＡに対し、上記同額を貸し付けた。 
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Ｙ２は、滞納会社に対し、５０００万円の金銭借用証書を作成して交付

し、被告及びＡの代表者として、同額の貸金債権（以下「本件貸金債権」

という。）の存在を確認した。 

ウ 被告は、平成１９年６月２５日、本件貸金債権の弁済として、滞納会社

に対し、本件手形を振り出して交付した。 

（被告の主張） 

ア 本件手形にかかる約束手形用紙は、被告理事長が、平成１９年６月２５

日、本件請負契約書に基づく代金支払のためという形式で滞納会社に持参

した約束手形用紙２通のうちの１通である。滞納会社は、Ａないし被告に

関わる建築工事を一切行っておらず、被告に対し、原因関係となる債権を

有していないのであって、そのことを滞納会社も本件和解において認めて

いる。 

イ 別件手形３は、滞納会社との請負契約の手付けとして交付したものであ

り、滞納会社は工事をしなかったが、滞納会社から別件手形３を取立に回

すとの連絡があったため、被告理事長が、金額白地の約束手形用紙２通を

滞納会社に持参した。 

滞納会社は、平成１９年４月から６月１日までに３回に分けて融資を行

っているが、滞納会社にはそのような資力はなかったから、被告が振り出

した別件手形３を街金業者であるＩに割り引いてもらって、そのうち３５

００万円をＡに送金したものであり、原因関係が存在するのは別件手形３

の書換のために交付された別件手形２である。 

ウ 本件請負契約書にかかる請負契約は、被告振出の別件手形３が金策のた

めの融通手形に等しい実体を隠すために仮装されたものであり、Ｉに裏書

交付された別件手形３及び別件手形２が滞納会社がいう貸金に関わる手形

である。 

被告の事務長であったＫは、滞納会社と虚偽の請負契約書を作成して、
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被告の手形を取引の裏付けのある手形に仮装することなど平気で行うよう

な人物であり、被告と滞納会社との間で請負契約に関する話が持ち上がっ

たことはないから、すべて金策のための偽装である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 被告は、本件手形の振出を否認し、本件手形の記名印を被告の理事長である

Ｙ２が押捺したことを認め、名下の印影が被告の銀行印であることも明らかに

争わないが、この銀行印はＹ２が押捺したものではなく、本件手形を受取人で

ある滞納会社に交付したこともないと主張しているので、これについて検討す

る。 

（１）本件手形を滞納会社が取得した経過について、前提となる事実及び掲記の

証拠によると以下の事実が認められる。 

ア Ａの目的には、山形市内に病院を開設することが含まれており、Ａ及び

被告の代表者であるＹ２は、Ａを発注者、被告を保証人とし、滞納会社を

請負者として、病院新築工事を１６億円で発注することを内容とする本件

請負契約書を作成した。 

同契約書では、契約成立時に請負代金５０００万円を支払うこととされ

ており、Ｙ２は、その支払のために別件手形３を振り出して滞納会社に交

付し、滞納会社は、平成１９年４月２６日付けで、Ａ宛に、建築工事契約

金として５０００万円を受領した旨の仮領収証を作成した。 

（甲５、７、１２、２７、３５） 

イ 滞納会社は、平成１９年４月２６日、Ａの銀行口座に２５００万円を振

り込んで、これを貸し付けた。 

また、被告は、滞納会社に対し、同年５月２５日に支払期日が到来する

約束手形の決済資金の融資を申入れ、滞納会社は、上記同日、被告の銀行

口座に９９９万９４７５円（１０００万円から按込手数料５２５円を差し

引いた額）を振り込んで、これを貸し付けた。 
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さらに、滞納会社のＬは、平成１９年６月１日、１５００万円を現金で

被告の病院に持参してＫに交付し、Ｋはこれと引換に事前に作成しておい

たＡの滞納会社に対する借入額を５０００万円とする金銭借用証書をＬに

交付したが、滞納会社では、５０００万円を被告及びＡに貸し付けるもの

と認識していた。 

（甲１０、１１、１３、１４、１７から２１、４３、４４の１及び２） 

ウ 別件手形３の支払期日は平成１９年６月２６日であったが、被告はこれ

を決済する資金を準備できず、また、滞納会社も病院新築工事に着手して

いなかったことから、Ｙ２は、滞納会社に対し、別件手形３を差し替える

ことを申し入れた。 

これに対し、滞納会社は、それまで交渉の窓口であった事務長のＫが解

任されたと聞いたことから、被告に対し、手形関係の整理や病院建設資金

の調達に関する件について、Ｋに委任するよう求めると共に、金額欄白地

の手形用紙２通を持参するよう求めた。 

Ｙ２は、これを受けて、同月２５日、滞納会社に、本件手形及び別件手

形２の金額欄白地の手形用紙２通を持参したほか、既にＫを解任していた

が、Ｋにこれまでの手形関係の整理などを委任する旨の被告及びＡ名義の

委任状を事前に作成して持参し、これを滞納会社の担当者であるＬに交付

した。 

また、Ｙ２は、滞納会社において、工事契約書に基づく契約金５０００

万円の手形の返却を依頼し、借入金残高が５０００万円である旨の確認書

を被告及びＡ名義で作成し、これに被告の銀行印を押捺して、Ｌに交付し

た。 

他方、滞納会社のＬは、同日付けで、支払期日及び額面金額欄白地で、

被告名下に強行印が押捺された状態の手形用紙２通の写しを作成し、これ

に、２通の手形を預かったこと及び期日、金額等を記入する際は、Ｋの確
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認を得た上ですることなどを記載した御預り証をＹ２宛に作成し、Ｋが立

会人として署名押印して、これをＹ２に交付した。 

（甲１０、１１、１３、１４、２２、２５から２７） 

エ その後、滞納会社は、翌２６日付けで、額面金額及び支払期日を記載し

た本件手形の写しに、貸金の返済として本件手形を受領したこと及び借用

書等の書類は、手形が決済された時点で返却することを書き入れた受領書

を作成し、同年７月２日、別件債務不存在確認訴訟及び別件貸金訴訟にお

いて被告及びＡの代理人であったＭ弁護士宛ファックス送信したほか、被

告ないしＡ理事長宛郵送した。 

なお、別件手形３は、Ｊ信用金庫に取立委任がされたが、同年６月２６

日組戻しがされている。 

（甲２３、２４、２７、４８） 

（２）Ｙ２は、別件貸金訴訟における代表者尋問（甲２７）において、約束手形

用紙に、被告の記名印と受取人のみを記載し、銀行印は机の上に置いたまま、

電話に出るため中座したところ、その間に手形用紙を回収され、手形を返し

てくれと言ったのに対し、急がなければならないと言われ、それではよろし

くお願いしますと述べて戻ってきたところ、その後に送られてきたコピーで

は２通とも額面５０００万円と記載され、銀行印も押捺されていたと供述し

ている。 

なお、被告は、作成名義人としてＹ２の名前の記載がある陳述書２通（乙

９、１０）を提出するが、この陳述書２通はいずれも写しで提出されたもの

で、作成日付も作成者の署名押印もなく、その記載内容から、明らかに、Ｋ

が原告として、被告ないしＹ２に対して提起した訴訟のために作成されもの

であることが窺われるものの、これらの陳述書が、いつどのように作成され

たのかは明らかではなく、Ｙ２が作成したのか否かも不明であるといわざる

を得ない。仮にＹ２が作成したものであるとしても、上記陳述書（乙１０）
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では、約束手形用紙に、銀行印を押捺せず、支払期日及び額面金額を記載し

ないまま机の上に置き、銀行印は鞄に入れたまま、電話に出るため中座した

ところ、その間に約束手形用紙を回収されたが、額面金額は２枚合計で５０

００万円とする旨の合意ができており、銀行印も押捺していないことから後

日再度協議するものと思っていたところ、その後に、２通共に、銀行印が押

捺され、額面金額を５０００万円とする約束手形の写しが送付されたと記載

されているところ、額面金額を２通で５０００万円とするとの合意がされて

いたことや、銀行印の所在など、別件貸金訴訟における代表者尋問における

Ｙ２の供述（甲２７）とは異なる内容を含んでおり、別件貸金訴訟における

代表者尋問において、Ｙ２が上記陳述書と異なる供述をする合理的理由が見

当たらないことに照らし、上記陳述書（乙１０）の記載は採用できない。 

（３）上記（１）に認定した経過に照らせば、Ｙ２が、平成１９年６月２５日、

滞納会社を訪れたのは、別件手形３が不渡りとなるのを防ぐために、その支

払期日の前日に、滞納会社に、これを依願返却するよう求め、別件手形３の

支払期日を延ばすため、別件手形３と同額の約束手形を振り出して、別件手

形３の返還を受けるためであったことが認められるから、少なくとも、Ｙ２

は、上記同日、額面金額５０００万円の約束手形を、滞納会社宛に振り出す

ことを予定していたものといえる。 

また、上記同日、Ｙ２が、滞納会社から被告及びＡに対し合計５０００万

円の貸付けがされているとする確認書を作成していることは上記のとおりで

あるところ、滞納会社の担当者であるＬは、上司から別件手形３の書換のた

めに額面金額を同額の５０００万円とする約束手形を受領すると共に、同日

までに被告ないしＡに対する貸付金が５０００万円に達していることからそ

の保証として額面を５０００万円とする約束手形を受領するように指示され、

額面及び支払期日を白地とする約束手形用紙２通を受領したと別件貸金訴訟

の証人尋問において証言（甲１０）しており、そのことは、同日、Ｙ２に上
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記確認書（甲２２）を作成させたこと及び滞納会社が、Ｙ２に対し、約束手

形用紙２通を持参するよう事前に指示したことと符合するものであるから、

Ｌの上記証言は信用し得るものである。 

したがって、上記認定の経過及び別件貸金訴訟におけるＬの証言（甲１０）

によると、平成１９年６月２５日、Ｙ２が滞納会社を訪れたのは、翌日が支

払期日である別件手形３の差し替えをすると共に、滞納会社からの借入金の

保証ないし返済のために約束手形２通を振り出すことを予定していたもので

あり、同日、その旨の話合いがＹ２とＬとの間でされたものと認められ、こ

れに反するＹ２の別件貸金訴訟における供述（甲２７）は、上記認定の経過

に照らし採用しない。 

（４）被告は、本件手形に銀行印を押捺したのはＹ２ではなく、これを滞納会社

に交付したこともないと主張している。 

しかし、Ｙ２が滞納会社を訪問した平成１９年６月２５日に作成された御

預り証（甲２５）では、本件手形及び別件手形２のいずれも、額部金額及び

支払期日は空欄であるものの、被告の記名印の後に銀行印が押捺されている

状態で写しが作成されているから、少なくとも、Ｙ２は、上記同日、約束手

形用紙２通に銀行印が押捺された状態で滞納会社が受領したことを認識して

いたものである。 

そして、別件貸金訴訟の代表者尋問における供述（甲２７）によっても、

Ｙ２は、約束手形用紙２通を滞納会社が受領したことを認識しながら、最終

的には、よろしくお願いしますと述べて戻ってきたというのであり、別件手

形３の支払期日は翌日であったから、平成１９年６月２５日に、これと差し

替える約束手形の振出をしなければ、別件手形３の不渡りを免れることがで

きないことを併せ考慮すると、被告は、上記同日、本件手形及び別件手形２

について、被告の記名印の後に被告の銀行印を押捺した上、額面金額及び支

払期日を白地として振り出し、これを滞納会社に交付したものと推認される。 
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なお、原告は、平成２２年８月１８日の第８回口頭弁論期日に陳述した準

備書面において、被告に対し、本件手形、別件手形２及び別件手形３にかか

る約束手形帳の本件手形、別件手形２及び別件手形３に対応するいわゆる耳

の部分に割り印があるか否かを明らかにするよう求め、被告自身、上記約束

手形帳を、平成２３年５月３１日までに書証として提出するとしながら、結

局、見つからなかったとして、本件訴訟には書証として提出されていないの

であり、被告が、作成経過の明らかでない陳述書２通を提出したほか、本件

訴訟の争点について説明するＹ２の陳述書についても、提出を約しながら結

局提出しなかったことを考慮すると、別件貸金訴訟におけるＹ２の供述（甲

２７）のみでは、上記推認を覆すに足りず、他に、本件手形が詐取されたこ

とを示す証拠はない。 

また、Ｙ２は、別件貸金訴訟における代表者尋問（甲２７）において、後

日、Ｍ弁護士宛に送付されたコピーでは、額面が５０００万円と記載され、

銀行印も押捺されている状況であったと供述しており、平成１９年７月２日、

Ｍ弁護士に対し、本件手形に支払期日及び額面金額を補充した上、貸金の返

済分として受領した旨の受領書がファックスで送信されたことは上記認定の

とおりであるから、後日、額面金額を５０００万円と補充されたことを示す

書類がＭ弁護士宛に送付されたことは、Ｙ２の供述するとおりであるが、他

方で、Ｙ２は御預り証（甲２５）を受領したことを前提とする供述をしてお

り（甲２７）、御預り証では、額面金額は白地であるものの、銀行印は押捺

された状態であることも上記認定のとおりであるから、Ｙ２の上記供述が、

Ｍ弁護士宛に送付された書類を見て初めて約束手形用紙に銀行印が押捺され

ていることを知ったというのであれば、上記認定の経過に照らし採用できな

い。 

他に、本件手形が詐取されたことを認めるに足りる証拠はない。 

２ 次に、原告が本件手形を差し押さえたのは、本件手形の支払期日の後である
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から、被告は、原告に対し、人的抗弁をもって対抗することができるところ、

被告は、本件手形の原因債権は、本件請負契約書記載の請負代金債権であり、

これが不存在であることは、本件和解において滞納会社との間で確認されてい

るから、本件手形にかかる手形金の支払義務がないと主張している。 

（１）滞納会社と被告及びＡが、本件請負契約書にかかる請負契約を合意解除し、

５０００万円の請負代金債権が存在しないことを確認した上、その支払のた

めに振り出された約束手形が東京国税局により差し押さえられていることを

前提として、その差押えが解かれたときは受け戻す旨の本件和解をしたこと、

和解調書添付の手形目録について、その支払期日及び振出日を更正する更正

決定がされたことは前提となる事実に記載のとおりである。 

東京国税局が差押えをしている被告振出の約束手形は本件手形のみである

から、本件和解がされた当時、滞納会社と被告との間では、本件手形が請負

代金債権の支払のために振り出されたものと認識されていたといえなくもな

いが、他方、本件和解にかかる和解調書（乙１）では、当初、当該約束手形

の振出日が平成１９年３月２６日、支払期日が同年６月２６日と記載されて

いたことに照らせば、本件和解当時、滞納会社と被告及びＡは、請負代金債

権の支払のために振り出され、東京国税局が差し押さえている約束手形が別

件手形３であると認識していたともいえる。そして、滞納会社と被告及びＡ

との間で、被告振出にかかる本件手形、別件手形２及び別件手形３の３通の

存在を認識した上、それぞれの振出にかかる経過及び東京国税局による差押

えがどの約束手形についてされたのかについて十分な検討をした上で、受け

戻しの合意がされたのかは明らかではなく、滞納会社が、被告宛に、本件手

形を貸金の返済分として受領したとする受領書（甲２３、４８）を作成し、

遅くとも、平成１９年７月２日には、Ｍ弁護士宛にファックス送信している

ことは上記認定のとおりである。そもそも、本件和解が、約束手形を特定し、

ある特定の約束手形について、その原因債権がないことを確認するものでは
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なく、請負契約にかかる債務の不存在を確認し、その支払のために振り出さ

れた約束手形の受戻しを約したものにすぎないことに照らせば、本件和解の

存在から、直ちに、本件手形が原因債権を欠くものということはできない。 

（２）別件手形３が、本件請負契約書にかかる請負代金の支払のために振り出さ

れたことは上記認定のとおりであり、平成１９年６月２５日、その書換えの

ため及び被告の滞納会社に対する本件貸金債権の支払のために、２通の約束

手形が振り出されたものと認められることも上記のとおりである。 

他方、前提となる事実に記載のとおり、別件手形３は、滞納会社からＩに

対し裏書譲渡され、支払期日に組戻しがされ、別件手形２も、滞納会社から

Ｉに対し裏審譲渡され、平成１９年７月２６日、資金不足により不渡りとな

っているのに対し、本件手形は、滞納会社が取立委任裏書をしたものの、後

に滞納会社に返却されている。 

本件手形及び別件手形２がＹ２から滞納会社のＬに交付された時点におい

て、どちらを別件手形３と差し替えるのかが特定されていたことを認めるに

足りる証拠はないが、証拠（甲１０、１１、２３、２５から２７、４８）を

総合すると、平成１９年６月２５日は、別件手形３の支払期日の前日であり、

時間的余裕がなかったこともあって、滞納会社が受領した約束手形２通につ

いて、Ｙ２がＫに手形関係の整理及び建設資金調達に関する一切の件を委任

したことを前提として、滞納会社がＫと相談して支払期日や額面金額を補充

し、そのうちの１通で約束手形３の依願返却の手続をし、他の１通は貸金の

返済のために滞納会社が所持していることとしたものであり、Ｙ２もこれを

了承していたものと認められる。 

そして、約束手形３の組戻しがされ、約束手形２がＩに裏書譲渡されてい

ること及び滞納会社が、Ｍ弁護士に対し、本件手形を貸金の返済として受領

した旨の被告宛の受領書をファックス送信していることから、約束手形３の

依願返却のために、その書換えとして使用されたのが約束手形２であり、本
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件貸金債権を原因債権とする約束手形が本件手形であると認めるのが相当で

ある。 

（３）被告及びＡが、滞納会社に対し５０００万円の貸金債務を負担している旨

の確認書（甲２２）をＹ２が作成したことは上記認定のとおりであり、被告

も、滞納会社に対して本件貸金債権にかかる債務を負担しており、これが約

束手形の原因債権となっていることは明らかに争わないところであるが、被

告は、別件手形３が、滞納会社から被告に対して貸付けをする原資を調達す

るために振り出されたものであり、その書換えのために別件手形２が振り出

されたから、本件貸金債権を原因債権とする約束手形は、別件手形３及び別

件手形２であるとも主張している。 

しかし、本件和解においても、別件貸金訴訟が係属しており、貸金債務の

存在について争いがある状態において、本件請負契約書にかかる請負代金債

務の不存在を確認し、その支払のために振り出された約束手形を受け戻すこ

とが合意されていることからは、滞納会社及び被告の双方が、別件手形３及

びその書換のために平成１９年６月２５日に振り出された約束手形を、貸金

債務とは関わりなく、請負代金の支払のために振り出されたと認識していた

ことを示すものであるし、そもそも、被告ないしＡへの貸付資金を調達する

ために、被告が、滞納会社に対し、約束手形を振り出したことについては、

別件貸金訴訟におけるＹ２の供述（甲２７）を含め、これを裏付ける資料は

見当たらない。 

また、前提となる事実及び上記認定の事実によると、滞納会社から、被告

ないしＡへの貸付けは平成１９年４月２６日から同年６月１日までの３回に

分けて行われているのに対し、Ｉの滞納会社に対する貸付けは、同年５月１

０日に行われた３２００万円のみであり、その貸付金が被告ないしＡへの貸

付けに使用されたことも窺われないから、実際に、別件手形３が、被告ない

しＡへの貸付資金の調達に使用されたということもできない。 
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なお、被告は、滞納会社に、請負代金１６億円の請負契約を締結して、病

院を建設する資力がなく、他方、被告も、病院建築資金を捻出する目処は立

っておらず、請負契約を締結することは不可能であったと主張しているとこ

ろ、仮に、被告主張のとおりであったとしても、そのことから、直ちに、本

件貸金債権を原因債権とする約束手形が、別件手形３及び別件手形２になる

というものではないし、証拠（甲２７から３５（枝番を含む。）、３７、４

６、４７）によると、確かに、滞納会社は、平成１９年８月３１日に事業を

停止したものであるが、土木・建築工事等を業とする会社であること、他方、

Ａは、病院建築用地として土地を所有しており、平成１９年１１月３０日ま

で、土木工事が行われていたこと、平成１７年８月には、銀行からの８億円

の融資が内定していたこと、Ｙ２も、滞納会社が病院の建設を請け負うとい

う話があったと供述していることが認められ、平成１９年４月において、滞

納会社が、病院建築工事を行う資力を欠いていたことまでを認めるに足りる

証拠はなく、被告ないしＡが、病院建築資金を捻出する目処が立っておらず、

病院建築にかかる請負契約を締結することが不可能であったとまではいえな

い。 

したがって、いずれにしても、被告の上記主張は理由がない。 

（４）以上のとおり、本件手形は、被告の滞納会社に対する本件貸金債権の支払

のために振り出されたものであり、被告の滞納会社に対する本件請負契約書

にかかる請負代金債務が存在しないことから、本件手形の原因債権が存在し

ないことをいう被告の主張は理由がない。 

３ したがって、原告の本件手形にかかる手形金の支払請求は理由があるから、

これを認容することとして、主文のとおり判決する。 

 

山形地方裁判所民事部 

裁判官   石栗正子 
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